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R01 

Ⅱ-1-5 鋼とコンクリートの複合構造は,合成構造と混合構造に大別される。鋼部材とコンクリート

部材を連結して 1つの構造体とした混合構造について,以下の問いに答えよ。 

(1)混合構造を採用する目的について,構造形式を 1つ挙げ説明せよ。 

(2)(1)で挙げた構造形式について,設計及び施工の留意点を各々1つ以上述べよ。 

 

解答 

 

1. 混合構造を採用する目的 

(ア)構造形式：2径間複合ラーメン橋（鋼桁と RC 橋脚を接合し一体化した構造）を事例とする。 

(イ)目的： 

① メンテナンス性の向上：橋脚上に支承が不要となるため、変位制限装置や伸縮継手（単

純桁の場合）も不要となる。メンテナンス性が向上する。 

② 耐震性能の確保：橋脚上に支承がない剛結構造のため、支承破損による落橋が発生しな

い。地震動により生じる力や曲げモーメントを橋脚と桁が一体化して分担でき、耐震性

能が向上する。 

③ 軽量化：鋼桁は PC 橋に比べて軽量化が可能なため、下部工のスマート化や地震時慣性

力の低減に有効である。 

④ 上部構造のねじり剛性が向上し、長支間化が可能となる。 

⑤ 軟弱地盤に免震支承では共振する恐れがある場合に、剛結することで共振を回避できる 

2. 設計及び施工の留意点 

(ア)設計 

① 異種部材の確実な一体化：応力伝達機構を明確にし、材質が異なる部材が確実に一体化

できる構造とすること。 

② コンクリートの特性を考慮した設計：コンクリート特有の乾燥収縮やクリープを十分考

慮した設計とする。 

(イ)施工 

① 異種部材接合部の確実な施工：部材接合部分では、鉄筋や鋼構造部材（せん断補強鋼板

など）が入り組んでおり、コンクリートの充填締固めが困難な場合があるので、高流動

コンクリート等を使用し確実な一体化を行い、設計に示された性能を確保できるよう留

意する。 

 

メモ 

○混合構造：2種類以上の異種部材を曲げモーメント、せん断力、軸力が伝達されるように接合して

作られた構造。「異種部材の接合」による複合化。 

○合成構造：断面が 2種類以上の構造材料により構成され一体として挙動するとみなせる部材（CFT、

SRC）などで構築された構造。原理的には RC、PCも合成構造。 
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Ⅱ-1-6 JISA6204:2011 に規定されているコンクリート用化学混和剤のうち,主たる目的が異なる 2

種類を挙げ,それぞれについて,使用の目的,作用機構,留意点について述べよ。なお,高性能化したこ

とは主たる目的には含まれない。 

解答 

1. AE材 

(ア)目的：微細な空気泡をコンクリート内に一様に分散させ、ワーカビリティーと耐凍害性を向

上させる。近年は AE減水剤の空気量調整に使用され、単独使用はほぼ行われていない。 

(イ)作用機構：コンクリート中に微細な泡（10～100μm）を生成し、気泡がボールベアリングの

ような作用をすることで流動性が向上する。寒冷凍結時に内部水の膨張圧を気泡内に逃が

すことで、凍結融解作用の抵抗性が増す。成分は界面活性剤。 

(ウ)留意点：空気量 1％の増加により、圧縮強度は 4～6%低下する。適正な目標値を設定する。 

2. 高性能 AE減水材 

(ア)目的：空気連行性能を持つため、AE 減水剤よりも高い減水性能とスランプ保持性能が必要

な場合に使用する。 

(イ)作用機構：静電反発力と立体障害効果（吸着層）により、高い減水性能と優れたスランプ保

持性能を発揮する。成分はポリカルボン酸系、ナフタリン系、アミノスルホン酸系、メラミ

ン系の 4種に分類される。 

(ウ)留意点：スランプやワーカビリティーが温度や材料に影響を受けやすい。使用方法を事前に

十分検討する必要がある。 

3. 流動化剤 

(ア)目的：練り混ぜたコンクリートに添加し、攪拌することで流動性を増大させ打設を容易にす

る。過密配筋部材での充填性向上や作業性向上を目的とする。 

(イ)作用機構：練り混ぜたコンクリートに高性能減水剤を後添加すると、セメントの分散効果が

増大する原理を利用したもの。空気量が過大に増加しない高性能減水剤を主成分とする。 

(ウ)留意点：ベースコンクリートの AE 剤や減水剤との相互作用により、それぞれの効果に悪影

響を及ぼす恐れがあるので、材料選定に十分注意する。 

4. 硬化促進剤 

(ア)目的：セメントの水和を早め、初期材齢の強度を大きくする。初期凍害防止や初期強度発現 

による型枠存置期間の短縮を目的とする。 

(イ)作用機構：亜硝酸化合物や硝酸化合物を主成分とし、セメントから溶出する水和生成物の形

成を促進することにより、寒中期におけるコンクリートの硬化速度を改善する。 

(ウ)留意点：凝結、硬化が早まるため、施工に時間がかかる場合や想定より気温が高い場合はス

ランプロスが大きくなり、作業性が低下する。ベースコンクリートにロダン系混和剤を使用

する場合は、シアンガス発生の恐れがあるため、亜硝酸・硝酸系の促進剤は使用してはなら

ない。 

 

○化学混和剤：主としてその界面活性作用及び、または水和作用によってコンクリートの諸性質を改

善するために用いる混和剤  
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Ⅱ-1-7 暑中コンクリートとして施工する場合に,材料・配合,運搬,打込み及び養生の観点のうち 2

項目について,品質を確保する上での留意すべき事項, 並びにその留意すべき理由と対策を述べよ。 

 

解答 

1. 材料 

(ア)留意事項：セメント、骨材、練り混ぜ水の温度管理に留意し高温材料を使用しない。 

(イ)理由：コンクリートの温度が高くなり、スランプ低下や単位水量の増加、打込み後の急速な

凝結進行が起こる恐れがある。特に骨材の温度はコンクリートに与える影響が大きい。 

(ウ)対策：骨材保管時に直射日光を避ける、粗骨材に散水し冷却する、低温の練り混ぜ水を利用

する、減水剤を用いる場合は遅延型を使用する。 

2. 配合 

(ア)留意事項：単位水量、単位セメント量は所定の強度・ワーカビリティーが得られる範囲でで

きるだけ小さくする。 

(イ)理由：コンクリートが高温だとスランプの低下や空気量の変化が大きく、単位水量が増え強

度低下や乾燥収縮が大きくなる。水セメント比を一定としセメント量を増やすと水和熱の

増加により温度ひび割れが発生しやすい。 

(ウ)対策：事前にスランプ低下量やスランプの経時変化を把握し、打ち込み時に必要なスランプ

を確保する。単位水量が増える場合には混和剤の増加や高性能 AE 減水剤の使用、流動化剤

の使用を行う。 

3. 運搬 

(ア)留意事項：練り混ぜ開始から打設完了まで 1.5h 以内に行う。運搬は温度上昇や乾燥が少な

くなるような装置・方法により行う。 

(イ)理由：暑中は運搬中にコンクリートの温度上昇や乾燥が大きくなるため影響を避ける。 

(ウ)対策：工場、経路、時間を事前に検討し、運搬時間をなるべく短くする。アジテータ車のド

ラムにカバー掛けや散水を行い、温度上昇を防止する。管路輸送の場合は輸送管の直射から

の保護を行い、管内閉塞を防止する。 

4. 打込み及び養生 

(ア)留意事項：型枠や地盤など吸水する恐れのある部分を湿潤に保つ、高温化を避ける。打ち込

み時のコンクリート温度上限は 35℃以下とする。打設完了後は速やかに養生を行い、表面

を乾燥から保護する。 

(イ)理由：フレッシュコンクリートの流動性低下防止、打ち重ね部の一体化阻害防止、高温によ

る急激な凝結防止、乾燥によるひび割れ防止 

(ウ)対策：地盤や型枠への散水、速やかな打設が行える人員機材配置、作業時間帯の考慮、直射

を避ける覆いの設置、コンクリート表面や型枠への散水養生の実施 

 

○暑中コンクリート：日平均気温が 25℃を超えることが想定されるときなど、気温が高くスランプ

低下や水分の急激な蒸発の恐れがあるときに施工されるコンクリートのこと。 
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Ⅱ-1-8 沿岸部に立地する鉄筋コンクリート構造物においては,塩害に対する対策が重要となる。塩

害における 4つのステージ(潜伏期,進展期,加速期,劣化期)の中で,潜伏期以外の 2 つを選び,その特

徴を簡潔に述べよ。さらに,新規に鉄筋コンクリート構造物を設計・施工する際,鋼材を発錆させない

ための対策項目を 3つ挙げよ。 

 

解答 

1. 塩害におけるステージの特徴 

(ア)進展期 

① 定義：鋼材の腐食開始から腐食ひび割れ発生までの期間 

② 特徴：鋼材位置での塩化物イオン濃度が発錆限界（概ね 1.2kg/m3）を超え、鋼材の不動

態被膜が破壊され腐食が始まった時期。腐食は鋼材の一部で中心に向かい孔食という形

で発生する。鋼材がアノード（陽極）とカソード（陰極）に分かれ、アノード側が腐食

する。腐食により鋼材の体積が膨張し、膨張圧によりかぶりコンクリートにひび割れが

生じる。 

(イ)加速期 

① 定義：腐食ひび割れ発生により、腐食速度が増大する期間 

② 特徴：鋼材腐食が進行し、ひび割れ・浮き・錆汁の発生が見られる。ひび割れから劣化

因子（塩化物イオン、酸素、水）が浸入し腐食進行が加速する。後期になるとかぶりの

剥離や剥落が発生する。 

(ウ)劣化期 

① 定義：腐食量の増加により耐力の低下が顕著な時期 

② 特徴：鋼材腐食とかぶりコンクリートの剥落が進行、コンクリート断面の減少と鋼材断

面の著しい減少、構造物に変位やたわみが発生し耐荷力が低下する。供用制限や補強が

必要になる。 

2. 新規設計施工時の対策項目 

(ア)塩害に強いコンクリートの構築（材料、構造、施工での対策） 

① 高炉セメントや高炉スラグの使用による、塩害抵抗性の増大 

② 十分なかぶり厚さの確保 

③ 丁寧な施工（確実な充填締固めと養生の実施）による密実なコンクリートの構築 

(イ)表面保護工の実施 

① 表面被覆工、表面含浸工の実施による飛来塩化物イオンの浸透防止 

② 高耐久性埋設型枠の使用 

(ウ)鋼材への対策 

① 防食鉄筋の使用（エポキシ樹脂塗装鉄筋、亜鉛メッキ鉄筋、ステンレス鉄筋） 

② 非鉄補強材の使用（FRP材、アラミド繊維材、CFRP材など） 

(エ)電気防食の採用 

① 流電陽極方式（犠牲防食）、外部電源方式での電気防食 
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R01 

Ⅱ-2-3 温暖な海岸地域にある鉄筋コンクリート構造物に錆汁を伴うひび割れが見つかった。耐久

性を回復させるために補修計画の策定を行うこととなった。あなたが担当責任者として業務を進め

るに当たり,下記の内容について記述せよ。 

(1)調査,検討すべき事項とその内容について説明せよ。 

(2)業務を進める手順について,留意すべき点,工夫を要する点を含めて述べよ。 

(3)業務を効率的・効果的に進めるための関係者との調整方策について述べよ。 

 

解答 

想定構造物：海岸沿いの河川に架かる道路橋 RC T桁橋（上部工） 

立場：道路橋の管理者 

1. 調査検討すべき事項と内容 

(ア)既存設計図書等の調査（建設年、適用示方書、構造寸法、使用材料、施工の状態、補修履歴

とその内容） 

(イ)現地調査（現地自然環境、劣化要因調査、劣化度調査、社会的環境） 

(ウ)補修補強の手法検討（劣化要因の推定、劣化度の診断、劣化要因・劣化度に応じた耐久性回

復【補修補強】手法の検討） 

2. 業務手順、留意点、工夫を要する点 

(ア)調査：上記の調査、塩害が主要因と思われるが、中性化・ASR・疲労などとの複合劣化の有

無についても十分な調査を行う 

(イ)分析・評価：劣化要因の分析と構造物の劣化度評価を行う。劣化度の評価とともに、劣化因

子と発生原因を明らかにし、適切な補修計画立案につなげる必要がある。劣化要因が複数存

在する場合は、複合劣化についての分析評価も行うこと。 

(ウ)計画：分析評価に基づく補修補強案の比較検討。塩害の場合はコンクリート内の塩化物イオ

ン濃度の低下が必要なため、濃度が高い部分の除去や電気的手法による対策を検討すると

ともに、鋼材の腐食が著しい場合は増し筋や補強材の設置を検討する。外来塩分が劣化要因

の場合は表面保護工を計画する。複合劣化の場合は、対策内容によっては劣化を促進するお

それがあるため、工法選定には注意が必要である。 

(エ)設計：補修計画に基づき、詳細設計、施工計画策定、数量計算と概算工事費の算定を行う。

仮設設計や施工計画策定は、関係者との調整を踏まえて実施する。 

(オ)施工：補修補強工事の実施。塩害の場合は塩化物イオン濃度の低減を確実に行う必要があり、

調査診断結果と設計の意図を施工者に確実に伝達し、補修後の性能を確保する。施工時期/

時間帯や通行規制方法については、関係者との協議調整を十分に行う。 

3. 関係者との調整方策 

(ア)関係者：河川管理者、道路管理者、交通管理者、共架物件管理者、周辺住民や利用者、調査・

設計受託者、工事請負者 

(イ)調整方策 

① 補修業務の上流工程から関係者と協議を行い、手戻りを防止する。 
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② 利用者に対しては、工事の必要性についてわかりやすい広報や説明を実施する 

③ 受託者や請負者との協議においては、内容を記録し文章化する。 

④ 関係者の技術理解度により情報伝達手段を選択する。利用者等には写真やポンチ絵、3D

データなどを使用し、視覚的に伝える。受託者等には数値や構造寸法が正確に伝わる手

段を使用する。 

⑤ 関係者間で利害のトレードオフが生じる場合は、意見を十分に踏まえたうえで、中庸案

を提示する。 

⑥ リスクコミュニケーション（負のリスク、ネガティブ情報の提示）を実施する。 

  



7 

 

Ⅱ-2-4 大規模地震への震災対策として,重要構造物(道路・鉄道等の基幹的交通インフラ及び基幹

施設)に対する耐震補強を行うこととなった。あなたが担当責任者として業務を進めるに当たり,震

災後の機能確保の観点から下記の内容について記述せよ。 

(1)重要構造物のうち対象とする既設コンクリート構造物を 1 つ挙げ,その震災後に求める機能と要

求性能のレベルを簡潔に述べた上で,調査,検討すべき事項とその内容について説明せよ。 

(2)業務を進める手順について,留意すべき点,工夫を要する点を含めて述べよ。 

(3)業務を効率的・効果的に進めるための関係者との調整方策について述べよ。 

 

解答 

1. 対象とする構造物、震災後に求める機能と要求性能のレベル 

(ア)構造物：道路橋 河川に架かる多径間単純 PC T桁橋の壁式 RC橋脚 H=10ｍ 

(イ)機能、要求性能のレベル：道示 H29 重要度区分 A種 レベル 2地震動で橋の限界状態 3を

満たす 

(ウ)立場：道路橋の管理者 

2. 調査検討すべき事項と内容 

(ア)既存設計図書等の調査：建設年、適用示方書、地盤条件、構造寸法、使用材料、施工の状態、

補修履歴とその内容、添架物や付帯設備 

(イ)現地調査：河川の状況、現地自然環境、構造物の劣化状況（既往補修部分を含む）、共架物

件等の状況、社会的環境（交通量、車種、周辺土地利用）、地盤条件（地質地層、地下水） 

(ウ)検討内容：河川区域への仮設ヤードや進入路の設置の可否および設置可能期間、交通規制の

可否および期間、足場等仮設工の規模、重機使用の可否 

3. 業務手順と留意点、工夫すべき点 

(ア)調査：上記調査の実施、既存図書等で確認が困難な要素は、はつりやコア抜きなどの微破壊

検査、レーダー探査などの非破壊検査を行う。地盤条件が不明な場合は、近傍の地質調査結

果を使用するか、新たに地質調査を実施し確認する。 

(イ)分析・評価：設計図書および現地の調査結果に基づき、現有耐力の評価を行う。構造物の劣

化度も踏まえた評価とする。 

(ウ)計画：現有耐力の評価に基づき、要求性能を満たすための耐震補強案を複数作成し、工法の

比較検討を行う。河川占用に関する制約や施工に要する期間、仮設工の規模、施工に必要な

スペース、LCCを考慮し比較を行うこと。 

(エ)設計：計画案を元に、詳細設計、施工計画・仮設計画立案、数量計算と概算工事費算定を行

う。施工計画や仮設計画の立案に際しては、関係者との十分な調整を踏まえて実施する。 

(オ)工事：補強工事の実施。設計の意図を施工者に確実に伝達し、補修後の性能を確保する。仮

設工の設置や、工事の施工時期/時間帯、通行規制については、関係者との十分な協議を行

う。 

4. 関係者との調整方策 

(ア)関係者：河川管理者、道路管理者、交通管理者、共架物件管理者、周辺住民や利用者、調査・

設計受託者、工事請負者 
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(イ)調整方策 

① 耐震補強業務の上流工程から関係者と協議を行い、手戻りを防止する。 

② 利用者に対しては、工事の必要性についてわかりやすい広報や説明を実施する 

③ 受託者や請負者との協議においては、内容を記録し文章化する。 

④ 関係者の技術理解度により情報伝達手段を選択する。利用者等には写真やポンチ絵、3D

データなどを使用し、視覚的に伝える。受託者等には数値や構造寸法が正確に伝わる手

段を使用する。 

⑤ 関係者間で利害のトレードオフが生じる場合は、意見を十分に踏まえたうえで、中庸案

を提示する。 

⑥ リスクコミュニケーション（負のリスク、ネガティブ情報の提示）を実施する。 
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R01 

Ⅲ-3 新興国・開発途上国が経済成長を図る上でインフラの整備は重要な課題であり,大量の需要が

見込まれている。我が国は,質の高いインフラ整備を通して関係国の経済や社会的基盤強化に貢献す

るため,インフラシステムの海外展開に積極的に取り組んでいる。 

このような状況下で,あなたがコンクリート技術者として海外インフラ整備に従事する機会を得たと

して,以下の問いに答えよ 

(1)技術者としての立場で多面的な観点から課題を抽出し分析せよ。 

(2)(1)で抽出した課題のうち最も重要と考える課題を 1 つ挙げ,その課題に対する複数の解決策を示

せ。 

(3)(2)で提示した解決策に共通して新たに生じうるリスクとそれへの対策について述べよ。 

 

解答 

1. 海外インフラ整備における課題 

(ア)異なる商習慣、契約手法への対応 

① 国内の商習慣や契約手法は通用しない 

(イ)円滑なコミュニケーションの実施 

① 言語、文化、宗教を理解する 

(ウ)各種事業リスクの低減 

① カントリーリスクの存在 

(エ)現地人材の確保と育成 

① 人材の流動化が激しく、人材確保・育成が困難 

2. 最も重要な課題と解決策 

(ア)現地人材の確保と育成 

① 特別な技能技術が必要ない工法の選定 

② Pca化の推進 

③ Pca部材の全体最適化による汎用化、ユニット化 

3. 解決策に共通して新たに生じうるリスクとその対策 

(ア)リスク： 

① 製造、組立据付、接合など新たな技術が必要 

② Pca化技術や生産技術の漏洩 

③ 工事費（材料費）が割高になる 

④ スケールメリットへの対応：少量では製造設備の減価償却が困難 

(イ)対策 

① ICTの活用（VR、AR、BIM/CIMなど） 

② 雇用契約約款への明示（罰則を含む） 

③ プロジェクト間で流用が可能な寸法構造の採用、プロジェクト情報に関する十分な事前

調査の実施 
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Ⅲ-4 平成 27年末に開催された気候変動枠組条約第 21回締約国会議(COP21)においてパリ協定が締

結され,これを踏まえ我が国では二酸化炭素等の温室効果ガスの中長期削減目標が示され,この達成

に向けて取り組むことが定められている。建設分野のうち,コンクリート構造物の企画・設計・施工・

維持管理・更新に至るまでの活動において,多くの二酸化炭素等の温室効果ガスが排出されている現

状を踏まえ,以下の問いに答えよ。 

(1)二酸化炭素等の温室効果ガスを削減していくために,コンクリートに携わる技術者の立場で多面

的な観点から課題を抽出し分析せよ。 

(2)(1)で抽出した課題のうち最も重要と考える課題を 1 つ挙げ,その課題に対する複数の解決策を示

せ。 

(3)(2)で提示した解決策に共通して新たに生じうるリスクとそれへの対策について述べよ。 

 

解答 

1. 温室効果ガス削減のための課題 

(ア)普通ポルトランドセメント使用量の抑制 

① セメント製造時の CO2発生が大きい 

(イ)軽量化、高強度化による断面縮小と重量減 

① 重量物であり、運搬時の CO2排出が大きい 

(ウ)仮設工の使用抑制（最小化、不要） 

① 型枠や足場支保工など仮設工が多く、これらの運搬や設置撤去時に CO2を排出する 

(エ)現場でのコンクリート工作業時間の短縮 

① 人手に頼る作業が多く、現場作業に時間がかかる 

② 交通規制等社会的損失による CO2発生 

(オ)壊さずに長く使う・耐久性の高い構造物構築 

① 解体撤去更新時に CO2排出が大きい 

2. 最も重要と考える課題と解決策 

(ア)仮設工の縮減 

① 構造物の Pca 化、仮設資材と構造体との一体化 

② ユニット化の推進（埋設型枠、ユニット鉄筋の使用） 

③ サイトプレキャスト 

(イ)普通ポルトランドセメント使用量の抑制 

① 混合セメントの使用 

② 高炉スラグやフライアッシュなどの混和材の利用促進 

3. 解決策に共通して新たに生じうるリスクとその対策 

(ア)「仮設工の縮減」でのリスク 

① 初期費用が高くなる 

② 新たな施工技術が必要になる、汎用性の低下 

(イ)リスク対策 

① 技術開発、汎用化による低価格化 
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② ICTの活用（VR、AR、BIM/CIM） 

③ 全体最適化の推進（部分最適からの脱却、汎用化） 

 

(ウ)「普通ポルトランドセメント使用量の抑制」でのリスク 

① 初期強度の低下、長期養生が必要になる 

② 中性化対策が必要になる 

(エ)（イ）のリスク対策 

① 十分な養生の実施、施工での確実な品質確保 

② 高耐久設計（かぶり確保、表面保護、防食鉄筋・非鉄補強材使用） 

③ プレキャスト化（工場製作） 

 


